



























































全寺院数 7ρ51 3，342 3，681 2，907 2，643 10，4！4 352 ！77 14，5555，177
被災寺院数 1，000超 734 145 250 ? 291 352 177 　 780
全　壊 5 3 一 6 ? 2 3 1 37 5



































































救援金（募金） 総件数・総額 345件 136，234，834円
支援金 総件数・総額 583件 75，350，000円





























































































































































教区 都道府県 寺院等数 被災寺院等数 被災率
東京都（四部） 447ヶ寺 221ヶ寺 49．4％京浜教区 神奈川県（三部） 310ヶ寺 40ヶ寺 ！2．9％
千葉教区 千葉県（四部） 572ヶ寺 131ヶ寺 229％
埼玉県 101ヶ寺 55ヶ寺 54．5％
群馬県 32ヶ寺 5ケ寺 15．6％北関東教区 茨城県 73ヶ寺 17ヶ寺 233％
栃木県 52ヶ寺 24ヶ寺 46．2％
山梨県（四部） 417ヶ寺 12ケ寺 2．9％山静教区 静岡県（三部） 344ヶ寺 66ヶ寺 19．2％
中部教区 合計xvi 338ヶ寺 0ケ寺 　
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教区 都道府県 寺院等数 被災寺院等数 被災率
北陸教区 合計 329ヶ寺 0ケ年 一
近畿教区 合計 680ヶ寺 0ケ寺 一
周四国教区 合計 461ヶ寺 0ケ寺 一
九州教区 合計 489ヶ寺 0ケ寺 一
福島県xvii 40ヶ寺 37ヶ寺 92．5％
宮城県 58ヶ寺 3ケ寺 5．2％
東北教区 山形県 51ヶ寺 0ケ寺 『岩手県 30ヶ寺 14ヶ寺 46．7％
秋田県 50ヶ寺 0ケ寺 一
青森県 64ヶ寺 0ケ寺 　
北海道教区 北海道（四部） 243ヶ寺 0ケ寺 一



































教区 都道府県 送金件数 全壊内数 半壊内数 義援金額
東京都（四部） 117件 1ケ寺 1ケ寺 3，360万円京浜教区 神奈川県（三部） 7件 70万円
千葉教区 千葉県（四部） 5件 90万円
埼玉県 11件 1！0万円
群馬県 7件 80万円北関東教区 茨城県 39件 2ケ寺 2ケ寺 5，400万円
栃木県 7件 2ケ寺 4，050万円
山梨県（四部） 10件 100万円山静教区 静岡県（三部） 39件 7！0万円
福島県 34件 2ケ寺 4，470万円
宮城県 48件 4ケ寺 3ケ寺 8，960万円
山形県 0件 一東北教区 岩手県 18件 1ケ寺 2，280万円
秋田県 3件 30万円
青森県 0件 　






































































都道府県 死亡者 行方不明者 合計件数 給付金額
北関東教区 茨城県 1名 1件 10万円
福島県 34名 2名 36件 360万円
東北教区 宮城県 108名 7名 175件 ！，750万円
岩手県 323名 12名 335件 3，350万円
合計 526名 21名 547件 5，470万円
（B）檀信徒住宅被害への給付一覧
教区 都道府県 全壊件数 半壊件数 合計件数 給付金額
京浜教区 東京都（四部） 1件 1件 5件 17万円
千葉教区 千葉県（四部） 3件 29件 115件 256万円
北関東教区 茨城県 5件 36件 ！68件 352万円
山房教区 静岡県（三部） 1件 1万円
富山県 1件 1件 5万円
北陸教区 石川県（二部） 1件 1万円
福井県（三部） 1件 2件 6万円
近畿教区 兵庫県（三部） 1件 1万円
福島県 79件 155件 431件 1，684万円
東北教区 宮城県 452件 347件 909件 5，916万円
山形県 3件 3件 27万円
岩手県 796件 46件 909件 7，506万円
北海道教区 北海道（四部） 1件 5件 9万円





















都道府県 全壊寺院 半壊寺院 檀信徒犠牲者 檀信徒家屋　全壊 檀信徒家屋　半壊
福島県 2ケ寺 一 37名 109軒 188軒
宮城県 4ケ寺 3ケ寺 221名 532軒 361軒
岩手県 2ケ寺 一 336名 796軒 46軒
日蓮宗全体 13ヶ寺 6ケ寺 595名 1，452軒 716軒
《3月9日》
○日蓮宗第百四宗会は，「東日本大震災復興支援に関する声明文」を発表する。
＊『東日本大震災復興支援に関する声明文』
東日本大震災発生から一年を迎えるに当り，被災物故者諸霊位の冥福を祈り，次のように表明し
ます。
一，かけがえのない大切な家族や家を失い，苦難の只中にいる方々に寄り添い，今後も心のケア
　をはじめ，物心両面の支援を継続します。
二，被災地の復興が，全国的な支援と協力の下に，安全かつ速やかに推進されることを願い，す
　べての人々にとって，安穏な社会が訪れるよう，立正安国の実現に向けて尽力します。
三福島第一原子力発電所事故の早期の収束を祈り，将来に向けて，原子力発電にたよらない持
　続可能なエネルギーによる社会の実現をめざします。　　合掌
　　平成二十四年三月九日　　日蓮宗第百四定期宗会　宗会議員一同
《3月23日中
○宗務院によれば，「東日本大震災義援金」3月23日現在，累計606，062，656円となり，同日以
　降も継続中であり，本宗被災寺院および檀信徒に支給される。
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4　仏教教団の対応の特徴について一日蓮宗を例として一
　上来，今回の大震災発生直後からの仏教教団としての対応を，日蓮宗を例として公表されて
いるものについて経時的に調査してきた。そこからは，日蓮宗という教団がこの大震災にどの
ように対応してきたかを読み取ることができよう。このような動きは，教団規模にかかわらず，
おおむね仏教教団に共通の動向とすることができよう。
　これらから教団の大規模災害支援について整理しておきたい。一般的に言えば，（大規模）
災害時の支援活動は，おおよそ次のように考えられる。
　　①募金・義援金活動
　　②生活必需品の支援活動
　　③復旧支援のボランティア活動
　　④被災者受け入れの活動
　　⑤こころのケア活動
　　⑥長期的な復興支援活動
　　⑦その他
　これを本稿に即して言えば，①募金・義援金活動は各種災害発生時には社会全体で最も活発
に行われる活動であり，大震災における全日本仏教会の救済金（募金）および支援金や日蓮宗
の義援金勧募とその支給などがそれである。特に教団の実施する募金活動では，一層目的の募
金活動とあわせて，当該宗派の寺院や檀信徒被災者向けの特定支援目的の勧募もなされること
が特徴的である。
　②生活必需品の支援活動は，災害発生の初期段階の公的支援が行き渡らない中で求められる
活動であり，大震災に際しても多くの個人・ボランティア団体・NPOなどが実施したことが
知られいる。仏教系のこれら活動については，本稿冒頭で述べたように，今回は検討を加えて
いないが，たとえば日蓮宗系でも各管区青年会やボランティア団体・NPO，宗門系教育機関
などが積極的に取り組んでいたことが知られている一方，教団としての取り組みは若干の事例
が知られるのみである。
　③復旧支援のボランティア活動は，平成7年の阪神淡路大震災以降わが国では活発になった
活動であり，全国社会福祉協議会の集計によれば，大震災発生より同年9月末までに東北3県
での活動に参加したボランティア数は延べ112万人余に上っている。xxこれについては，本稿
では触れていないが，日蓮宗系の状況は②同様であることが知られているが，教団としての取
り組みは知られていない。
④被災者受け入れ活動は，大震災では原子力発電所の事故の発生にともなう強制的避難もあ
り，多くの避難者が単独もしくは地域単位で発生している。これに対して，教団による統一的
な受け入れ方針は示されていない。一方，被災地域の寺院等の避難所としての活用は，被害の
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少なかったもしくは被害のなかった寺院においては積極的になされたようであり，日蓮宗を例
にとれば8ヶ寺が避難所として利用されている。
　⑤こころのケア活動は，災害発生直後から継続的に必要とされる長期的な活動であるが，一
般的には多くの教員経験者や臨床心理士などの専門職によって行われている。それに対し，仏
教教団としては，多くの死者・行方不明者に対する供養という形でこの問題に取り組んでいる。
そして，全国一斉に呼びかけて行われる死者への供養および四十九日忌・百箇日忌・一周忌
などの忌日法要・回向などが日蓮宗を含め各教団で行われたのである。一方，寺院・僧侶単位
では，地域社会の日常的繋がりを活かしたこころのケアが行われたことが知られている。
　⑥長期的な復興支援活動は，地域社会の将来を支えるという視点で重要な課題であるが，各
教団とも検討中の課題であろう。
　さて，個別の寺院や僧侶，各管区宗務所・青年会，日蓮宗系のボランティア団体・NPOな
どの活動については稿を改めることとして触れてこなかったが，最後に今後の仏教教団の課題
について，「仏教（教団）は（大規模）災害時に何をすべきか」という視点から中間的な私見
を述べたい。
　まず，ひとの内面への関わりとして，死者への供養・回向を含めた生者のこころのケアが，
仏教教団・寺院・僧侶が最も重要視すべき課題であろう。今回の大震災のように天災によって
一時に多数の犠牲者が発生している場合には，死者供養・回向は生者にとって重要な意味を有
すると考えられる。それは同時に，生者が将来に向かって生きる力を与えるからである。この
ためには，仏教者が日頃からこのような事態にどう対応するかを真剣に考えておくことが必要
である。
　次に，ひとの生活環境（もしくは外面）への関わりとして，ボランティア活動の実践が重要
である。これは募金活動や生活物資の提供などの後方支援活動はもちろんであるが，直接現地
入りして活動するボランティアの日常的な養成と，その活動を有効にするための各地域におけ
るボランティアコーディネータの養成は，今後の教団や各地域において重要な課題となるであ
ろう。
　最後に，仏教者を活動に向かわせる主体的動機としての思想の一層の理解が必要であろう。
これには各教団・各宗の教学が関係するが，一般的に言えば「慈悲」や「他者を思いやるここ
ろ」を現実問題としてどのように理解するかにあろう。
　仏教（教団）や宗教法人の公益性が言われはじめているが，災害にどう取り組むかは，一市
民としても重要な課題であると同時に，組織としての教団にとって看過できない課題なのでは
ないだろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（了）
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内閣府ホームページ「防災情報のページ」（http＝〃wwwbousai．gojp／higashinihon＿infb．html）所掲。
本資料は引用以降も随時更新されており，数値に若干の変動がある。
『読売新聞』平成23年3月31日号夕刊，編集委員署名特集
『寺門興隆』平成23年6月号p．27
『寺門興隆』平成23年7月号p．13
財団法人全日本仏教会発行『東日本大震災支援中間報告書』平成23年3月
「東北地方太平洋沖地震及び長野県北部で発生した地震の被災者の皆様へ」
「このたびの大地震とそれに続く津波により被災を受けられたすべての皆様に，心よりお見舞い
申し上げます。また，亡くなられた方々のご冥福をお祈りするとともに，深い悲しみにあるご家
族や関係者の皆様に衷心よりお悔やみ申し上げます。被災地では，未だ安否不明の方が多数おら
れます。その方々がご無事であることと，一刻も早く再会できることを心より願っております。
また，負傷された方々など困難な状況にある被災者の皆様に思いを寄せてまいります。被災地で
の救助支援に当たられる関係者の皆様に対して，心から応援申し上げ，加盟団体と協力し，全
力を挙げて復興に向けた支援を行ってまいります。
　平成23年3月13日　　全日本仏教会　会長　河野太通」
「平成二十三年度全国宗務所長会議　議事録」『日蓮宗一報』第286号p．48，平成24年1月15日
発行
「第百二回定期宗会　議事録」『宗報』第285号p．122，平成23年12月15日発行
「平成二十三年度全国宗務所長会議　議事録」『日蓮宗宗報』第286号pp．42－91，平成24年1月
15日発行
『仏教タイムス』平成23年9月！日干掲載
同システムは，平成21年秋以降稼働中の安否確認用緊急通報システム。『寺門興隆』2011年11月
号pp．94－97。注7参照。
本規程は，阪神淡路大震災の発生を受けて，平成7年3月の定期宗会にて制定。
xiii「あんのん基金」は日蓮宗が社会活動支援のために創設した基金であり，同基金のサイトには，「「あ
　　んのん基金」は，様々な社会活動・地域貢献・国際協力を行う団体や活動を支援する大切な基金」
　　と記されている。また，本大震災関係の支援先の紹介として，①茨城県高萩市へのブルーシート
　　1，000枚の現物支援（平成23年4月），②山梨県・永照寺ボランティアグループ「マイトレーヤ」
　　への30万円の支援（平成23年7月），③宮城県・石巻復興支援会への50万円の支援（平成23年！2月）
　　があげられている。
　　「義援金勧解についてのお願い」は，『宗報』第277号（平成23年4月15日発行）以降，継続的に
　　掲載される。
xiv　『宗報』第277号（pp．37－51）には，「東日本大震災本宗寺院・教会・結社被災状況報告」（平成23
　　年3月30日付）が掲載されているが，微細な数の相違が見られ，一部情報の錯綜が推測される。
xv@日蓮宗発行『平成21年度版日蓮宗名簿』（平成22年2月16日発行）p．401
xvi中部・北陸・近畿・中四国・九州・北海道の各教区は，被災申請件数0のため，都道府県内訳を
　　省略して示している。また，長野県の被害状況は記されていない。
xvii平成23年度全国宗務所長会議の報告によれば，福島第一原子力発電所半径10km圏内には2ヶ寺
　　が位置している。後の半径20km圏内の場合も同様で，双葉町・妙勝寺，富岡町・妙栄寺が該当
　　する。
xviii同会議において，宗務総長は進行中の宗門運動「立正安国・お題目結縁運動」の第二期育成唯
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　　動（平成23年度～）の活動内容に，緊急活動項目として「災害復興支援活動」を追加することを
　　表明する。
xix　当初寄せられた無償提供要望としては，保育園園バス，小型除雪機（30台），一周忌法要用紙製
　　灯篭（1，000個），カラオケセット（3セット）などがあげられ，後にいずれも完了している。
xx　「ボランティア活動者（概数）の推移」（『全社協被災地支援・災害ボランティア情報』（Wbb）所
　　掲）。この数字は当該地域の災害ボランティアセンターが把握している数字の合算である。
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